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裕隆汽車の自主開発能力の構築プロセス  






















の潮流は注目すべき点である。   
一方，日本でも自動車産業においてトヨタ自動車をはじめ，昔から受託製造企業を活用したOEM  
ト郭審声［2010】，曾漢寿［2008〕参照。  
2中川涼司・高久保塁【2009】p．55，p．64。   





















（1）歴史的展開   
裕隆汽車が自主開発車や自主ブランド車にこだわり，OEMメーカーからODM，OBMメーカー  
へと進化を遂げてきた背景について，同社の歴史を概観することで，考察を深めてみよう。   
同社は1953年に初代社長の厳慶齢3によって設立された。台湾自動車業界にあって同社は自動車  
業界の先鋒であり，長い歴史を有するだけでなく，早くから日産自動車と技術提携し，積極的に日  










5愛知機械工業50年史編纂委員会［1999］r愛知機械工業史50年史J，p．59，p．161。   
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術は然り，生産技術も十分に備えていなかったため，とりわけ乗用車生産分野については日産自動  







た6。   
このように同社の創業期から成長期にかけては，もっぱら日産自動車からの技術供与を背景に量  
産対応能力を高めてきたといえる。   
しかし，同社ではその一方で日産自動車からの自立化も図り，自主開発能力を高め，自主開発へ  
の試みや取り組みがおこなわれていた。   





















619銅年代半ばには同社の生産累計は50万台を超えるまでになってことと，これまで技術供与をおこなってきた日産自動車に   
とってもアジア闇市場の発展を見据え，台湾を戦力拠点に引き上げる狙いがあったとされている。  
丁飛玲101は，日産のTll塑バイオレッドリベルタ，オースター，スタンザがベースになっていた。裕隆汽車が最初の自主開発   
車がなぜ失敗したのかについては様々な見解があり，この点についての詳畑は別積に講りたい。   









年   裕隆汽車の発展関係   自主開発能力構築関係   海外メーカーとの提携関係   
1953  設立  
1957  4D車（Jeep）の組立開始  米国Willysと技術提携   
1959  トラック（日産車の委託生産）  日産自動車と技術提携   
KD生産  
1960  乗用車生産開始  
1981  エンジニアリング センター開設  
1985  日産自動車による資本参加25％   
1986  自主開発車第1号「飛玲101」市  
場投入  
1998  裕隆アジア技術センター  
（YATC）開設  
2000  東風汽車との合弁会社，風神汽車設立   
2003  製販分離，新会社  日産自動車との資本関係の見直し  
「裕隆日産汽車」設立  製販分離により本社機能の独立  
生産担当：  →民族系100％会社に  
裕隆汽車製造股扮有限公司  日産自動車が東風汽車との合弁により  
販売・マーケテイング担当：  「東風日産有限公司」設立   
裕隆日産汽車股扮有限公司  
2005  裕隆汽車の自主開発会社   GMとの合弁会社，  
「華創」設立   「裕隆通用汽車股扮有限公司」設立   
2007  裕隆日産汽車設計中心股扮有限公  
司設立  
2009  初の完全自主開発車＋自主プラン  吉利汽車からのライセンス生産「Tobe」  
ド車  を自主ブランド販売   
「Luxgen」市場投入  
2010  東風汽車との合弁会社を中国杭州に設立  
（東風裕隆汽車有限公司設立）  
「納智捷」（Luxgen）を生産・販売  




8YATCは，台湾のWTO加盟を睨んで，グローバル競争市場時代に備えるために設立されたともいわれている。台湾では1997   
年にはWTO〔世界貿易機関〕加盟に向け市場開放に向けた政策が出され，2002年に正式加盟している。   


































，従来，受託生産はOEM生産を意味し，通常は相手先ブランドでの生産・販売を意味するが，同社の場合，本来の意味でいう   
OEM生産は1990年代以降だったといえる。もともと裕隆汽車は，日産自動車の主力車種を現地でライセンス生産し，現地で   
販売する手法をとってきたが，裕隆ブランドとして現地販売をしてきた。90年4月に米国生産車の治入販売を開始したのを較   
会にN）SSANブランド車を導入し，95年3月にはすべてNISSANブランド車に統一した。アイアー）t／シーr日産自動車グ   
ループの実態2004年版ムpp．206－207。   
経済と経営 42巻1号  6（6）  















のではない。   
いずれにしろ台湾にとって2000年代以降，成長性の高い中国（大陸）市場発展をいかに経済に取  




を含む）にまで高め，同国のEV関連事業を主力産業に成長させようというものである。   
同社が自主開発能力を身につける過程は平坦なものではなかったが，総じて1990年代末以降，外  
部環境，内部環境にみる大きな変化が，同社を自主開発に向かわせる転機になっていたと考えるこ  
とができる。   
次に，同社の現事業構造について概観する。  




センター，エンジンエ場，機械工場，物流センターを敷地内に配置している11。   
同社のホームページをもとに若干の補足をおこなえば，以下のようになる12。  
10台湾のWTO加盟は中国のWTO加盟が前程とされていたが，2001年の中国WTO加盟に続き，翌年に加盟した。台湾にとっ   
て対中国・対世界貿易にプラスになるとされ，政治的・経済的影響に配慮されたものといわれている。ちなみに中国は143番   
目のWTO加盟国となっている。  
11アイアールシーr日産自動車グループの実態2010年版J2009年及び同社ホームページ参照。  
12裕隆汽車ホームページ情報に筆者のヒヤリング調査（2010年7月）にもとづき補足。   













づけが与えられたことによる。   
エンジ㌢工場は，トラックほかのいくつかの車のエンジン組立をおこなっている。弾力性のある  
生産形態と労働集約的な組立工場となっている。   
また，機械工場は工場面積が7290平方メートルあり，主な製品は：軸，排気管，集気室，リアブ  
レーキ，フロントブレーキなど6種類を生産している。   
物流センターは省内市場と中国（大陸）市場を視野に入れたもので，「アジア物流センター」  

















り，2000年代の同社の工場稼働状況は大きな課題を抱えていたことが指摘される。   
一方，外資提携関係については，先述したように日産自動車のルノーとの経営統合を背景に，裕  
隆汽車でも2001年からルノー車を販売するようになるなど，それまで日産自動車一色であった提携   











一■＞－Caユー －⊂コ・－CommelddVd止des   
図－1台湾自動車販売台数推移（1996－2009年）   
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日乗用車 □商用車 口計  
図－3 裕隆汽車の生産台数推移（1996－2008年）  
出所）アイアールシーーr日産自動車グループの実態2010年版J2009年12月p．216より筆者  
作成。   
9（9）  裕隆汽車の自主開発能力の構築プロセス  
表－2 裕隆汽車の生産車種別生産台数推移  
2002   2003   2004   2005   2006   2007   
Tiida  9，243  10，150  
March   7，650  8，671  7，027  6，305  5，435  5，245  
BluebirdSylphy   24，086  26，388  20，866  17，956   397  5，134  
Teana  6，802  14，251  6，851  4，398  
乗  8  3，314  
用  
Sentra  3，877  
Verita   1，802  1，588  367  
車   Vetrlta  1，216  1，494  
Cefiro   15，122  10，234  6，025  1，400  
Excelle  217   326  
GM  
Buick  489   195  
計  48，660  46，881  41，936  41，406  26，884  28，762   
X－trail  18，087  19，020  17，110  5，811  3，829  
小  Serena   5，123  3，074  3，107  2，847  1，820   953  
型   
商  
2，749   663  
用  Atlas   1，467  2，192  3，105  3，082  
車   ADWagon   756  
計  7，346  23，353  25，232  23，039  10，380  5，445  
NissanD  115   299  
出所）FOURIN rアジア自動車産業2008Jp．155をもとに筆者作成。  
関係から変化がみられた。2005年には同社はGMと技術提携し，合弁会社である裕隆通用有限公司  
を設立した。翌年からGM車（ビュイック，キャデラック，オペル車）を現地生産・販売している。   
2003年に同社がおこなった製販分離による分社化は，日産自動車以外との外資提携への可能性を  
切り開き，外資との技術提携関係は多様化を模索できるまでになった13。   
しかし，外資提携先の多様化が市場縮小化の傾向を打破することにすぐにつながるわけではなく，  
GMとの合弁事業も生産台数をみるかぎり，あまり大きな効果を引き出せてはいない。   
日産自動車も同社の工場稼働率向上を図るために，省内市場の縮小分を海外輸出分で補完しよう  
と，2008年には小型トラック「キャブスター」のメキシコ向け輸出を開始したが，翌年には輸出の  
停止のみならず生産そのものを中止せざるを得ないほどの世界市場の混乱に見舞われた。   
同社の自主開発車はこうした混沌とした状況下で起死回生のごとく誕生したのである。   
2009年に同社は2車種の自主開発車を市場投入することに成功した。1つはMPVのLuxgenで  
あり，もう1つは中国民族系自動車メーカー，吉利汽車との共同開発により台湾市場向けに，吉利  
汽車の小型車「熊猫」（1300cc）をモディファイした自主ブランド車「tobe」である。   
LuxgenはMPVとSUVの2タイプあり，MPVは09年3月に生産を開始し，9月から販売開始  
された。販売価格は79．8万台湾ドル～106．8万台湾ドルである。同年12月には同車の上位モデル  
1｝2005年に裕隆集団は米GMとの技術提携関係を結び，GMとは別会社を設立し，合弁生産を開始したものの，生産自体は三義   
工場でおこなわれ，日産車生産ラインとは別のラインで生産されることになった。生産そのものは三義工場内のラインで混合   
生産されている。（2010年7月のヒヤリング調査による）   
経済と経営 42巻1号  10（10）  
Luxgen7CEOが市場投入され，販売価格は159・8万台湾ドルである。2010年にはもう1つのタイプ  
SUVの生産がおこなわれ，5月に販売開始している。2011年から2012年にかけてこのLuxgenは  












表－3 受託メーカーの業務範囲とタイプ  
車種A  車種B  車種C  車種D  車種E  車種F   
受託メーカー  m社   n社   0社   p社   q社   r社   
企画   ○   ○   ○   ○   ○＋▲  ○＋▲   
デザイン   ○   ○   ○   ▲   ▲   ▲   
開発   ○   ○   ▲   ▲   ▲   ○＋▲   
加工生産   ○   ▲   ▲   ▲   ▲   ▲   
組立生産   ▲   ▲   ▲   ▲   ▲   ▲   
販売   ○   ○   ○   ○   ○   ▲   
出所）田［2009］に筆者加筆。  










‖学術的に委託生産（OEM）メーカーをどのように定義するかは，まだ定まったものはない。そもそも委託生産の歴史的過程は   
11（11）   裕隆汽車の自主開発能力の構築プロセス  
筆者はむしろ受託メーカーの自立性に主眼を置くのであれば，自主開発能力構築の前提として下  
表にあるように，持株比率の問題と3つの権利（販売市場の決定権，生産計画の立案権，ブランド  
の使用権）を有するか否かで大きくOEMの進化形態を論ずることができると考える。   
持株比率は，過半数をブランドメーカーが所有する場合には経営自主権に問題が生じ，経営にお  
ける自主裁量の余地は大幅に縮小する。受託メーカーの進化には経営自主権を得ているか否かは重  

















表－4 0EMの進化形態  
OEM（一般論）   OEMの進化形態   
持株比率   50％未満   50％未満ないし資本関係の解消   
販売市場決定権  なし   あり。自ら市場情報にアクセスできる。   
生産計画立案権  自主決定権なし   市場情報にアクセスでき，自主決定権を有する  
（例：ライセンス生産）   
ブランド使用権  なし／品質保証責任なし  あり。最終製品に対する品質保証の責任を負う   
出所）筆者作成。   
多様であり，その多くは競争淘汰の末，特定の自動車メーカーに吸収合併されたケースによるものの，生産需要の拡大の中で   
既存の完成車メーカーではなく，系列関係にあり特殊な技術力をもった有能なサプライヤーを受託メーカーとして新たに育成   
したり（例えば，ホンダ系の∧千代工業四日市製作所），本来，自動車の完成車組立とは異なる製品の組立に従事していた異業   
種のメーカーを新たに自動車組立の受託メーカーとして活用したり（例えば三菱自動車系のパジェロ製造株式会社など）と，   
今日，存続している日本の受託メーカーに限ってみても，その出自と発展プロセスにはユニークなものがある。  
15換言すれば，以下のような説明もできる。委託生産の場合は通常，Licenser：ブランドメーカーがLicensee：受託メーカーが   
生産した車の版売市場の決定も含めた販売活動を行う。ライセンス生産はLicenseeが主体的に販売市場の決定や活動を行う。   
先方の会社がその市場で坂元意思があって（かつある程度の生産能力がある場合に）Licenserに生産契約を申込む。契約内容   
によって市場，価格等販売面で制限される事がある。   












中から自立性をもち，自主開発＋自主ブランドで生産・販売できる能力を持つことは容易ではない。   
裕隆汽車のケースでは，日産自動車の技術供与を受けながら，受託メーカーとして組立生産の段  
階から出発して，2009年には自主開発車を自社ブランドで生産，販売する段階までの自立化が進展  
したケースを扱うことになる。   
次節では開発の局面に焦点をあてつつ，同社が歴史的過程においてどのような能力構築をおこ  
















うじておこなう機会にもなった16。   
この風神汽車の前身会社は京安雲豹公安会社であり，かつての裕隆汽車同様，自動車生産技術や  
18日産自動車の中国ビジネスは1972年のセドリック・セダンの輸出からはじまった。しかし，北京事務所開設に10年かかり，   




























えられる。   
2009年，同社は日産自動車の技術支援を経ずして，初の自主開発車＋自主ブランド車「Luxgen」  
を市場投入した後，第2弾となる自主ブランド車「Tobe」を中国民族系自動車メーカーと共同で車  
体開発をし，市場投入した。この2車種とも三義工場内で生産されているが，日産車とは別の生産   
また1993年に鄭州軽型汽車との合弁により鄭州日産汽車有限公司を設立したものの，思うような事業展開は出来なかった。そ   
んな折に裕隆汽車が東風汽車との合弁により2000年に風神汽車有限公司（以下，風神汽車と称する）を設立した。  
1丁裕隆汽車からの東風日産汽車に対して直接資本参加はないものの，風神汽車を介して東風日産グループに対して8％のほどの   
株を所有し，影召力を行使した。より具体的には，日産自動車は同プロジェクトに対して技術商標を提供し，技術支援をおこ   
ない，東風汽車は国有企業として国策を利用し，裕隆汽車は日産との合弁経験とともに中国市場での経営管理を提供し，東風   
日産汽車立ち上げの際，生産，サービス，財務，技術開発などの分野で技術支援を展開した。（2010年7月2日のヒヤリング調   
査による）  
柑米国ホンダのケースにおいて現地の設計開発能力の向上に，仕様変更開発を含んだモデ／レチェンジ棍会や他工場への技術支援   
が大きな経験的蓄療に貢献したことを野部［2009］で明らかにされている。   
14（14）  経済と経営 42巻1号  

































192010年7月の裕隆汽車元社員へのインタビュー調査による。そのほかhttp：／／www．ocar．com．tw／news／article／id／1386を参   
照。  
20華創は裕隆集団と台湾行政院は50億元資本の新台湾元の基金により成立した。裕隆集団が80％の株式を保有している。2006年   
には台北新店工場区に台袴第一全車の設計センターを建設しており，3次元CADによるシュミレーション開発が可能になっ   
た。   
裕隆汽車の自主開発能力の構築プロセス  15（15）  
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図－4 裕隆汽車の生産・販売車種の分布状況（2010年）  




















21東大グループでは中国はじめとする発展途上国ではいわゆる，寄せ集めに代表される疑似アーキテクチャによるクルマづくり   
に特徴があることを指摘している。Luxgenは疑似アーキテクチャの笹口に入るのか？それとも先進国並みのクローズド・イン   
テグラル型，共用部品を多用しつつもインテグラ／レを図る，クローズド・モジュラー型なのか？寄せ集めの掠り合わせの程度   
は？中進国としてのモノづくりの典型例になっていくのか？はさらなる検証が必要と思われる。   
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